
はじめに

　スポーツがますます現在のグローバルカルチ

ャーを象徴するものとみなされることで，スポ
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ーツ産業は，経済のグローバリゼーションを典

型的に現すものとなっている。ナイキやアディ

ダスといったブランド企業に見られるように，

スポーツ用品産業は，消費者主導によるサプラ

イチェーンの典型的な事例を示している

（Korzeniewicz １９９４; Gereffi ２００２）。しかし，こ

のような一般的な評価は，広い視野のもとで検

証される必要がある。事実，スポーツ産業は高
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　経済のグローバリゼーションのもと，成長を続けるアジアは，根本的な構造変化と連動し，その重
要性を増している。過去，２０年から３０年のうちに，国際的なプロダクションネットワークは，アジア
全域の至る所で，数多くの企業統合を進めてきた。そして，現在，アジア経済圏は，スポーツ産業に
とって，２つの理由で重要である。第一に，アジアはグローバルなスポーツ産業にとって，重要な市
場となっているからである。第二に，アジアは，グローバルなスポーツ市場にスポーツ用品の大半を
供給しているからである。本稿は，スポーツ用品の生産における東アジアの役割に焦点を当てるとと
もに，近年の経済統合の地域固有の状況に直面して新たに生まれた域内のプロダクションネットワー
クのパターンと輸出主導型の発展の持続性に関する一般的な仮説とへの批判的な分析を試みる。グロ
ーバルなスポーツ用品ブランドとアジアのプロダクションネットワークに位置づけられる域内の工場
と貿易のケーススタディとを結びつけた貴重なデータを用いることによって，本稿は，域内における
グローバルなスポーツ用品産業を構築しているパターンへの見解を提示する。アジアでのプロダクシ
ョンネットワークの発展には，国家のイニシアティブや国際的な政治経済状況と大きな関係がある。
しかしながら，アンチ・スウェットショップキャンペーンが展開されるなかで，新たな国際的分業に
よって刺激された社会的・経済的な発展のチャンスには，未だ制約があるとみなされたままである。
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度に多角的であり，それぞれの市場を形成して

いる。それは，三つの主要なカテゴリー，つま

り，「スポーツ用品」，「スポーツウェアー」，「ス

ポーツシューズ」に分けられる。さらに生産過

程は，五つの核となる部門に分類することが出

来る。すなわち，まず，天然繊維もしくは化学

繊維といった加工していない素材の供給であ

る。つぎに，糸や生地，または他のコンポネン

トといった基本的な部品の製造である。さら

に，衣料品，シューズ，器具の最終製造工程で

ある。さいごに，消費者への輸出やマーケティ

ングといったことである。生産チェーンのそれ

ぞれのセグメントを通じて，資本の要望，技術

的なインプット，値段計算，付加価値の分配

は，特殊化の最終的な生産の度合いに従って，

かなり異なる。

　本稿は，グローバルマーケットに向けてスポ

ーツ用品を生産するアジアの役割に焦点を当て

る。分析上，本稿は，グローバルマーケットの

半分以上を構成しているスポーツウェアーセク

ターとスポーツシューズセクターに力点を置

く。これらのセクターは高度に労働集約的な生

産のため，アジアの多くの新興国の発展に主要

な役割を担ってきたし，現在もその役割を維持

している。また，様々な地域間の分業のパター

ンは，時代とともに変化してきている。そこ

で，まず，ここ１０年のうちに，持続的な発展を

続けるアジアの経済的な統合に見られるユニー

クな地域のコンテクストが述べられる。つぎ

に，グローバルなスポーツ用品市場とそこでの

アジアの役割が紹介される。また，プロダクシ

ョンネットワークの中心を占めるグローバルな

スポーツ用品ブランドのケーススタディから導

かれた貴重なデータを活用することで，グロー

バルなスポーツ用品市場でのアジアの重要性が
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述べられる。変化の著しいアジアのプロダクシ

ョンネットワークの歴史的な発展には，その制

度的な特徴を見ることによって，いかに，国家

のイニシアティブや国際的な政治経済のコンテ

クストに影響を受けたものであることが，より

一層，明確になる。アジアの企業が次第に支配

するようになったプロダクションネットワーク

において，以前から指摘されてきた多様性につ

いては，以下の章で述べられる。本稿の後半で

は，北半球の消費者の注意を喚起する多くのス

ポーツ用品工場のスウェットショップ状態に抗

議する国際的な連帯機構の議論が示される。な

お，本稿のタイトルは，批判的なグローバリゼ

ーション運動の戦略を参照している。つまり，

この運動は，スポーツ界から「引き下げ競争」

や「公正な衣料品」といったフレーズを取り入

れることで，発展途上の地域において，過剰に

労働者を搾取することで最大の収益を上げよう

とする企業の戦略を告発している。はたして，

プロダクションネットワークが，南半球の国々

にとって社会的・経済的な発展の機会をもたら

すのか否かということについては，矛盾を含ん

だ評価となるが，最後に述べてみたい。

第１章　アジアとグローバル経済

　２１世紀初頭，アジアは新たに世界経済の中心

地となった。この経済のグローバリゼーション

のもと，パワフルでダイナミックな成長を示

し，また，非常に多くの成功事例を示した地域

は他にない。これまで，日本が西洋諸国以外で

唯一の工業化の成功事例とみなされてきた。そ

の一方で，しかし，三つの偉大なグローバルな

経済力のうちの二つ，つまり，日本と中国は，

アジア地域ではお馴染みの国々である。東アジ



アにおいて，香港，シンガポール，韓国，台湾

もまた新興市場から工業化された国家への推移

を首尾よく達成してきた。１９９０年代に，マレー

シア，タイ，インドネシア，フィリピンは，ア

ジアの虎の第二世代や巨大な経済成長を創出し

た事例を模範とした。アジアの虎の第三世代

は，中国，ベトナム，インドを含む。カンボジ

ア，スリランカ，ラオスもまた，来るべき１０年

のうちに，輸入代替型と輸出志向型成長という

典型的な発展パターンを採用するであろう。こ

れら第４世代の国家は，すでに部分的には企業

をトランスナショナルに活動させるためのソー
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シング戦略とロケーションポリティクスに編入

されている。今やアジアはグローバルな経済産

出量の総額の最大四分の一を，そして世界貿易

の総額の三分の一を占めている。アジアの新興

市場だけで説明されるセグメントは３倍に，

１９８０年から中国のシェアは１０倍に達した

（Ross ２００８）。なかでも，衣料品部門は，工業

の高度化において，最重要かつ，典型的な役割

を担っている（表１を参照）。

　アジアの成長は，抜本的な構造転換と密接な

関係にある。すなわち，過去２０年から３０年のう

ちに，域内のプロダクションネットワークが，

表１　世界市場に対するアジアの輸出（単位１００万ドル；衣料品部門の輸出シェア　％）

２００８１９９８１９９０１９８０

衣料品全体衣料品全体衣料品全体衣料品全体

北東アジア

８.４％１４３１１６.４％１９１１５.７％６５８.６％１９中国

７.５％３７０１２.７％１７６１８.７％８４２５.４％２１香港

０.１％７８１０.１％３８８０.２％２８７０.４％１３０日本

０.４％４２２３.４％１４０１２.４％６６１７.０％１８韓国

０.５％２５６２.５％１３５５.８％７１１２.３％２１台湾

南東アジア

４.６％１３７８.６％５２１０.３％２８２.４％２４インドネシア

２.４％１７６５.５％６２１２.２％２４４.２％７タイ

２.０％１９９３.２％７５４.５％３１１.２％１４マレーシア

４.１％４９８.０％３０８.４％８４.９％６フィリピン

１７.９％４９＊ １４.７％９５.０％１７.３％０ベトナム

南アジア

８０.３％１２７８.０％５６０.０％１１０.０％１バングラディッシュ

６.０％１８２１１.７％４１１３.７％１９７.５％８インド

４０.０％２５７.５％４３５.０％２１０.０％１スリランカ

１９.２％２０２２.２％９１８.３％６３.３％３パキスタン

出典：１９８０-１９９８ Gereffi ２００６; ２００８ UN Comtrade Database ＊ Data for ２００７



繊維産業や衣料産業以外の多くの企業統合とそ

の規模を拡大させてきた。これまで，東アジア

地域における経済的な相互依存は，今日ほど高

くはなかった（Oikawa ２００８: １）。域内の商品

の流れは，１９８０年以来５倍，つまり，世界のそ

の他の地域の貿易の２倍にまで増加した。貿易

の条件は，地域における持続的な工業発展と経

済の結びつきの増加を証明する。つまり，輸出

の５０％は域内に留まっている。半完成品は，過

度に全商品貿易の６５％を示している。１９９０年か

ら１９９６年までに，域内貿易は９倍増となった。

つまり，１９９２年において，アジアにおける域内

工業貿易は，輸出総額の３３％を占めるに至り，

２００５年までに４７％にまで膨らんだ（IMF ２００７: 

４２-４５）。国際的な金融ファンドは，域内の分

業，貿易，発展を，アジアの国民経済の要素賦

存量の比較優位と自由市場の諸力とみなす。こ

のことは，古典的な経済理論であるリカード主

義の伝統である。しかし，この仮定は経験的な

調査が示すものと矛盾している。たしかに，経

済成長のパターンには，それぞれ違いがあるの

だが，東アジアにおけるほとんどケースを見る

と，政府がビジネスや貿易の方向性を支援する

中心的な役割を担っていた。保護主義と地域市

場の調整は，競合する産業の成長を押し上げ

る。多くの事例において，国家は投資家，請負

人，さらに起業家としてふるまう。日本の経済

学者である赤松要は，新興社会における経済発

展についてのオルタナティブな主張として，国

家の責任こそが発展的な成長を促す条件である

と述べた。赤松は日本の工業化の初期段階にお

ける繊維産業の緻密な分析をもとに，１９３０年代

中頃に「雁行形態発展論」を著した（赤松

１９３５，１９６２; Korhonen １９９０; Schroppel and 

Nakajima ２００２）。赤松は，技術，資本，商品生
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産の転移とは，先進企業，工業セクター，国家

から国家の保護を受けて支障なく成熟した次世

代のビジネス，工業によってなされると予測し

た。

　カミングスは，赤松のプロダクションサイク

ルパターンと世界システムアプローチを融合さ

せて，４つの段階を経たサイクルプロセスの継

続的な結果として２０世紀の東アジアの成長を描

き出した。すなわち，輸入代替，競争的産業の

成長，国内需要市場の改良，投資財の輸出であ

る。韓国と台湾は，日本で衰退した産業の新た

な拠点となった。まず，衣料産業と繊維工業，

その後，重化学工業，最終的に電器産業と自動

車産業が再配置される。後に強く批判される

が，工業セクター全体の完全な大移動は起らな

かった。つまり，日本の企業は，技術的に集約

され採算性の悪い生産段階を切り捨てて，アウ

トソーシングを好んだ。その一方で，日本の企

業は，生産工程や商品開発のコントロールを維

持し続けた。今日まで，台湾でも韓国でもな

く，ましてや中国に言及するまでもなく，日本

の生産構造は雁行形態発展論が予測した段階を

模倣してきた（Bernard and Ravenhill １９９５: 

１８４）。生産が複雑化し，より技術的なインプッ

トが高まり，そして市場に新たな生産品が登場

するスピードが加速するなかで，模倣の可能性

はさらに制限されるようになる。そのかわり

に，その現地の知識，特定地域向けの制度や伝

統が影響を与え，そのもとで，生産工程は組織

される。技術の部分拡散は，非対称な収益の配

分によって規定された地域的なヒエラルヒーの

原因となる。つまり，製品サイクル論の日本版

は，地域のパースペクティブにも十分に認めら

れうることが指摘されるべきであって，地域的

な政治経済の複雑性を完全に取り囲むことでは



ない（Bernard and Ravenhill １９９５）。なかで

も，このことは急速にモジュール的に組織され

た，スポーツ用品の生産というグローバルな消

費財産業の生産工程に該当する。

　スポーツ用品産業における国際的分業の私の

分析は，グローバルプロダクションネットワー

クアプローチをベースにしている。これは，特

に単線的ではない複雑なトランスナショナルな

生産，マーケティング，商品の消費を含めた関

係性を強調するものである。グローバルプロダ

クションネットワークは，様々な国や地域にお

いて生産ユニットの多様性を結びつけながら構

成する。それによって，特別な生産品を生産す

るために必要なコンポネント，素材，非物質的

な資源が十分に利用可能となる。このアプロー

チは，次のような考え方に従っている。つま

り，発展とは，一国内で生じる自律したプロセ

スやグローバルコモディティチェーンのような

オルタナティブな理論と結びついた概念として

見なすことは出来ないし，また，グローバルな

価値がチェーン・アプローチをもたらすのであ

る。その代わりに，発展とは統治的かつ政治的

なパワーバランスだけではなく，相互依存の体

系的な諸力のうちに見られるものである。ネッ

トワークアプローチは，グローバルコモディテ

ィチェーンアプローチと以下の点で異なってい

る。つまり，ネットワークアプローチとは，差

異や権力の階層性と支配の評価を，特別な組織

的なパターンの内在的な自律性に求めるのでは

なく，その実態を検討するという点にある 

（Gereffi １９９６, ２００２）。スポーツ用品の生産を事

例とするならば，買い手と生産者によって動か

されるプロダクションチェーンという二分法で

は，プロダクションネットワークを構成するア

クター間のパワーの非対称性を十分に説明する
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ことが出来ない。また，この二分法は，所与の

生産ネットワークにおける垂直的かつ水平的か

つ多角的に進行している多様で無数の関係を見

落としてしまう。グローバルな視点を無視した

ネットワークアプローチは，等価の価値創造や

産業の高度化という点で限定を保持することに

よって，チェーン・アプローチに改良された社

会的状況を付け加える（Bair ２００５）。スポーツ

用品産業は，グローバルなプロダクションネッ

トワークの発展的な側面への批判的な評価に向

けた卓越したケースを提供する。

第２章　グローバルなスポーツ用品市場

　スポーツ産業と他の経済的なセクターとの絡

み合ったシェアの複雑さにこそ，スポーツビジ

ネスが評価に値する真の重要性を意味してい

る。しかしながら，市場が小さくないこと，市

場が成長し周辺にも急激に広がっていることは

明らかである。西欧の工業国の総合的な経済パ

フォーマンスの約２ ％は，強くスポーツと結び

ついている。EU諸国においては，全雇用者の

１.３％がスポーツ部門で雇用され，またスポーツ

に関連した部門で収入を得ている。２００５年，グ

ローバルなスポーツテレビ放送局は，約５０億ド

ルをかけて市場を立て直した。約２０億ドルが毎

年スポンサーとなるスポーツ産業によって動か

され，その金額は増え続けている（Andreff / 

Szymanski ２００６: ５-６）。スポーツ用品産業の総

収入は，１９９４年から２００４年までに１２５５億ドルに

達しており，このことは平均すると，毎年５％

ずつ増加していることになる。市場の約４０％が

スポーツ用具や競技用の衣料品によって維持さ

れている。つまり，五分の一がスポーツシュー

ズの販売によって生じている（図１を参照）。



　スキー，運動器具，テニスラケット，サッカ

ーボール，自転車，そしてスポーツ・ライフス

タイル関連商品の約５０億ドルもの売り上げは，

全世界貿易の０.５％から１ ％を占めている

（Andreff / Andreff ２００９: ２６７）。ワールドワイ

ドなスポーツシューズやスポーツウェアーの市

場規模は，２００５年までに，実に最大７４億ドルと

見積もられる（MSN ２００８: １７）。機能的なスポ

ーツウェアーとファッショナブルなライフスタ

イルとの間に流動的な動きが生じるという理由

で，全スポーツ用品とスポーツウェアーの市場

は，アメリカの調査会社NPD（２００８）による

と，２８０億ドルと見積もられている。スポーツ

用品産業は，ファッションやライフスタイルの

ために人々が製品を利用することから，少なく

とも，グローバルな貿易の三分の一を負ってい

る。もし，スポーツ用具が全ての見積もりから

取り除かれたとしても，総売上高の約半分は，

単にスポーツに関連した目的─そこにはウェル

ネスやフィットネスを含む─と考えられる。

　アジア経済圏は，二つの理由でスポーツ用品

産業にとって重要である。まず，アジアはグロ

ーバルなスポーツ用品産業にとって重要な販売

市場として急速に成長しているからである。ア

ディダス，リーボック，ナイキといったグロー
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バルなブランドは，意欲的な中産階級に比較的

安くて，それなりの贅沢品を供給する。それに

よって，未来志向で現代風な彼ら自身＝意欲的

な中産階級を演出する。スポーツウェアーセク

ターやスポーツシューズセクターにおいて，ア

メリカやヨーロッパは，依然として主要な販売

市場である。２００２年において，収益のほぼ８０％

がアメリカやヨーロッパで生じており，１６％が

アジア，６％が他の領域で生み出されている

（Merk ２００５: ９）。一方，西側の市場は引き続き

大量に満たされているが，なかでも，人口学上

の発展とライフスタイルの変化にともなって，

スポーツへの参加率が下がる恐れが予測されつ

つも，アジアやラテンアメリカの成長のポテン

シャルは，ほぼ無限大とみなされている。市場

調査機関NPDは，２００７年に中国においてスポ

ーツ産業の成長が年率約１５％増，約８億ドルの

市場になると報告している（NPD ２００８）。スポ

ーツ用具市場を考慮に入れたとしても，成長し

た北半球の主要な市場でのスポーツ用品生産へ

の依存度は低調である。すなわち，グローバル

な収益の３０％までとはいわないとしても，それ

は北米やヨーロッパ以外で生み出されているの

である（図２を参照）。

　やはり，アジアがスポーツ用品市場にとって

図１　スポーツ用品の世界市場（２００５年　製品につ
いて）

出典：Sporting Goods Intelligence Factbook, quoted 
in Schmid / Kotulla 2007: 2

図２　スポーツ用品の世界市場（２００５年　地域につ
いて）

出典：Sporting Goods Intelligence Factbook, quoted 
in Schmid / Kotulla 2007: 2



重要なのは，スポーツ用品の需要という点だけ

でなく，市場に対してスポーツ用品を大量に供

給しているからである。近年，スポーツシュー

ズの９０％が，中国，ベトナム，インドネシア，

タイの４ヵ国で生産されている。なかでも，中

国製品は，全スポーツシューズの５８％を占めて

いる（MSN ２００８: １８）。地理学的に見ると，工

場の配置は広範に拡大してはいるが，スポーツ

ウェアーの大半は，ほぼアジアで生産されてい

る。アディダスやナイキといったトップのスポ

ーツブランドは，スポーツシューズ市場の

６０％，グローバルなスポーツウェアー市場の約

五分の一を支配している。彼らは，数百に及ぶ

独立したサプライヤーの世界的なネットワーク

を通じて，生産を斡旋する。なかでも，多くの

雇用者を抱えたサプライヤーのほとんどがアジ

アに存在している。アディダスとナイキのそれ

ぞれ企業の年次活動報告書 （Adidas ２０１０a, b; 

Nike ２００９） によると，２００９年時点でアディダ

スのサプライヤーの６９％がアジアにおいて活動

している（１１２８社中７７５社）。ナイキのサプライ

ヤーの割合は，７３％と依然として高い（６１８社

中４４９社）。「世界のミシン」と称される中国に

は，アディダスのサプライヤーの２７％，ナイキ

のサプライヤーの２３％が存在している。また，

スポーツ産業以外のグローバルなブランド企業

も，アジアにサプライヤーチェーンを移してい

る。プーマ，ミズノ，アンブロとまだ一部では

あるが，これらの企業は被服部門をインドネシ

アからインドに移した。それにもかかわらず，

グローバルなスポーツ用品市場において，アジ

アの役割は，比較的，労働集約型であり，さら

に，わずかな資本で運営されるウェアーやシュ

ーズの生産セクターにとって天井知らずであ

る。アジアのスポーツ用品の輸出のシェアはラ
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イフスタイルウェアを除いて，１９９４年には

４４.９％だったものが，その後１０年以内に４９.１％

にまで上昇する。アジアの工場は世界市場に向

けてスキー，サーフボード，ゴルフクラブから

テニスラケット，サッカーボール，ジムの器具

にいたるまで，ありとあらゆるスポーツ用品を

生産している（Andreff / Andreff ２００９: ２７０, 

２７９）。

第３章　スポーツ用品産業のリージョナリゼー 

　　　　ション

　１９６０年代中頃，アジアはローカルな組織に組

み込まれていたが，現在，スポーツ用品産業の

グローバルなオペレーションに急速に組み込ま

れている。しかし，スポーツ用品生産における

「新たな国際的分業」が全盛を迎えるのは，ス

ポーツやレジャーへの強い要求が生まれ，１９７０

年代をかけてヨーロッパやアメリカの消費者の

習慣が変化したときであった。日本のスポーツ

シューズ生産会社の鬼塚（現アシックス）と

１９７８年にナイキとなるアメリカのスポーツ販売

代理店ブルーリボンスポーツ社との間のコラボ

レーションは，後に一般化するスポーツ用品生

産のグローバリゼーションの先駆けであった。

ナイキの創業者バウワーマンとナイトのビジネ

スモデルは，新興国日本からの直接輸入によっ

て可能になる実効分配コストよりも，日本製品

一般に認められたクオリティを優先した。鬼塚

とのパートナーシップを解消した後も，しばら

くの間，ブルーリボンスポーツ社（現ナイキ）

は，日本のシューズ生産会社によって作られた

デザインを採用し続けた。しかし，１９７０年代中

頃になると，新たに工業化された日本は，ブル

ーリボンスポーツ社にとって，もはや有益では



なくなった。なぜなら，日本の「キャッチアッ

プ」の過程において，実際の給料は二倍以上に

も達したからである。さらに，ブレトンウッズ

体制の終焉は，人為的に引き下げられた円安の

終わりと日本からの輸出品の価格の引き上げの

終わりを意味した。ナイキは生産のセグメント

を韓国，タイ，台湾へとシフトし始めたが，依

然として，二つの工場はアメリカ国内に設置さ

れたままであった。１９８０年代初頭までに，韓国

政府が積極的にシューズ工場設立への財政的な

インセンティブを実行したため，ナイキのシュ

ーズの８２％が，韓国や台湾から輸入された

（Locke ２００３: ４６）。労働争議と賃金上昇がこれ

らの国々に同様に不採算性をもたらしたとき，

ナイキはより労働コストが低い地域で工場を再

建することを主要なサプライソースに強要し

た。オーダーギャランティは金銭的リスクを最

小化し，現地のナイキの代理人は，工場の生産

過程の組織を維持し，品質管理を請け負った。

１９９０年代に，タイ，インドネシア，フィリピン，

ベトナムは，南東アジアの全てを網羅する生産

ネットワークの最も重要なロケーションとして

中国に参入した。１９９６年には，ナイキの製品の

３４％は中国から，３６％がインドネシアから，

１２％が韓国から，１０％がタイから，５％が台湾

から，２％がベトナムから輸入されている

（Locke ２００３: ４６）。

　今日，８０万人もの労働者が，４６ヶ国に遍在し

た６００を超えるナイキの工場で生産に従事して

いる（Nike ２００９）。メイン州とニューハンプシ

ャー州にある二つのアメリカの工場は，長期間

閉鎖されたままである。ナイキ自身，約３３０００

人をワールドワイドに雇用している（Nike 

２００９）。フラッグシップストアーの拡大に先立

ち，ナイキはアメリカ国内では５５００人の雇用者
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を配置しているだけである。「工場を持たない

スポーツ用品製造業」というコアビジネスは，

調査，開発，デザイン，マーケティングで構成

され，生産パレットの継続的な拡大の生産サイ

クルのマネージメントを行う。１９８０年当時，ナ

イキのシューズコレクションは１７５モデルであ

ったが，１９９０年春には７７２モデルにまで増加し，

その後１０年間で約１２００もの多様なモデルへと増

大した（Locke ２００３: ４３）。スポーツ用シューズ

とレジャー用シューズの世界市場の３６.４％を支

配していることにより，ナイキは文句なくナン

バーワンである。また，ナイキはスポーツウェ

アー部門においてマーケットリーダーの地位を

十分に獲得しており，２００５年にはスポーツ用具

部門において第６位となった（Schmid / 

Kotulla ２００７）。２００９年，ナイキは１９兆ドルもの

売り上げがあり，史上最多の額となった（１０兆

ドルはシューズ部門で，５兆ドルはスポーツウ

ェアー部門で）。業界第２位の地位に屈服させ

られたアディダスは，１０.４兆ユーロの年商に甘

んじた（アジアでは２５％の売り上げ　Addidas 

２０１０a: １１４）。アディダスはスポーツ用品生産

から始まり，１９９０年代にはグローバルなスポー

ツとライフスタイルブランドへと拡大したが，

スポーツ用品生産については，時期を逸した感

がある。アディダスは以前から自社生産を守っ

ていたが，ブランド化された企業となってから

も，基本的には自社生産を続けてきた。生産の

大半は，サプライヤーとしての競争力を保ちつ

つも，労働コストの低い国に移動した。２００５

年，アディダスによるリーボック社の買収は，

アジアの生産者を上回る価格交渉力を最大化す

るための規模の経済を成し遂げるという戦略的

なビジネスの目的を達成した。アディダスは

４００００人の従業員を持ち，そのうちの２５０００人が



卸売と小売を担当している。生産の圧倒的多数

は，世界に遍在する独立した企業の数十万の労

働者によって遂行される。全１１２８の工場のうち

６９％がアジアに存在し，そのうちの２７％は中国

にある。アディダスのネットワークの最大５つ

の場所は，インド（７７の工場），インドネシア

（６４の工場），ベトナムと日本（それぞれ６３の工

場；Adidas ２０１０b: ２４）となっている。直接比

較してみると，サプライコンソリデーションプ

ラクティスに関しては，ナイキはアディダスよ

りも先行しているように思われる。なぜなら，

ナイキのネットワークにおける一人あたりの雇

用が上昇しているにもかかわらず，企業や企業

が配置されている国の数が減少しているからで

ある。

　製造部門をアジアにおける低賃金国に移動す

るというナイキの決定は，すでに，衣料品産業

や消費財製造で確立されていたモデルに倣った

ものである。寡占化の傾向は，早くからアメリ

カのスポーツ用品産業で見られた。数少ない巨

大な生産業者は，工場の再配置や工場を閉鎖す

ると脅すことによって，収益の最大化を試み

る。その結果，労働権，法律，セキュリティス

タンダード，環境アセスメントが無視されてし

まう。これは，生産コストを下げ，収益を上げ

ることにほかならない。このやり方は，多方面

から「底辺への競争」として批判されることに

なる。このことは，今日でも進行中である。野

球，バスケットボール，アメリカンフットボー

ルのスポーツ用品や衣料品を主に製造し，セン

トルイスに本社を構えるローリングス社は，

１９５３年から繰り返される製造部門の配置転換を

ミズーリ州から開始するが，そのさい，後の移

転を見越して労働組合を社内から排除した。

１９６４年，税制上の優遇措置を理由に，ローリン
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グス社はプエルトリコに移転する。それから５

年後，ローリングス社はハイチ沿岸に進出す

る。ハイチ沿岸西部には，わずかな賃金でも働

きたいという貧しい人々がいただけでなく，法

律によってストライキも禁止されていた。後

に，不安定な政治情勢により，ローリングス社

はコスタリカへと移転した（Sage ２０００: ２７２）。

中央アメリカやカリブ海諸国の低賃金国は，ア

メリカ市場向けのスポーツ用品製造において重

要な役割を演じ続けている。東ヨーロッパ，北

アフリカ，トルコも同様に，近接するヨーロッ

パの販売市場につけこまれている。輸送費や通

信費の削減，需要への対応時間の短縮，割当量

の取り決めは，リージョナルな特別の貿易関係

を発展させる主要な理由である。同様に，最終

的に逆輸入する商品をターゲットマーケットに

投入する前に，契約，原材料，製造コンポネン

トを地域のサプライヤーや製造プラントに転嫁

するスポーツ用品産業にとって，隣接する地域

は直接投資するうえで好ましいターゲットとな

る（Gereffi ２００２; Andreff / Andreff ２００９）。

第４章　産業の高度化と多様性

　スポーツ用品産業におけるアジアの躍進は，

繊維セクターと衣料セクターの変化と強く結び

ついているが，その理由は生産パレットの部分

的重複の結果とみなされている。２０世紀初頭以

来，これらのブランチは，アジアの至る所で，

これまでにも国境を越えた再配置を経験してき

た（表１参照）。このような発展は，政府によ

って直接的かつ積極的に推し進められた。国家

の産業政策は，工業化の初期段階において，競

争力を失っていく産業セクターの調整や指定さ

れた将来の産業セクターの構築に重要な役割を



演じた。まず，天然繊維の生産と輸出主導型の

繊維産業の発展を北米とヨーロッパから国家の

支援のもと工業化の段階に突入していた日本へ

とシフトさせることが重要であった。１９３０年代

において，このセクターは，国民経済の生産量

の１０％と輸出による収益の三分の一を生み出し

た（Park / Anderson １９９１: ５３５）。戦後，日本

の繊維産業はグローバルなマーケットシェアで

負け続けた。貿易や経済を所管する省庁は，産

業界，サプライヤー，労働組合，貿易会社，小

売業者とともに，このセクターを再構成した

（McNamara １９９５）。合成繊維技術の協調的な

プロモーションは，繊維産業の落ち込みを緩和

することになった。日本が合成繊維の糸や生地

の文字通りの輸出国になる一方で，さらなる労

働集約過程が香港，台湾，韓国にシフトし，

１９７０年代と１９８０年代において，これらは繊維と

衣料に対する支配的でグローバルな輸出市場へ

と発展した。

　日本の２大スポーツ用品メーカーのアシック

スとミズノは，ともにこの流れに乗り，１９７０年

代には新興工業国となった東アジアにおいて，

靴の生産セグメントのアウトソーシングを開始

した。アシックスは最初の海外工場を台湾に設

置した。間もなく，生産コストの上昇は，韓

国，ひいては中国への移転を促した。１９８８年ま

でに，全アシックス製品の半分は，海外で生産

された。アシックスは手堅く海外での活動を拡

大し続けた。その収益の増加は，結局のとこ

ろ，２００５年以来の海外でのランニングシューズ

部門とスポーツシューズ部門での販売レベルに

起因すると考えられる（Asics ２００９）。一方，ア

シックスの主たるライバルであるミズノは，国

内市場において，粗利益を６０％から７０％へと上

げ続けている。ミズノはアジアの低賃金の国や
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近隣の主要な販売市場に支社を開設するとい

う，アシックスとはいくぶん異なる戦略を取っ

ている。１９７０年，ミズノは台湾ミズノ社という

子会社を設立し，クロスボーダーな輸出のため

の基盤を置いた。１９７５年，韓国に初のシューズ

工場を開設した。１９８９年，タイの繊維工業とと

もにベンチャー企業を立ち上げた。それから，

ミズノの子会社は，香港（１９９２），上海（１９９４），

そして同様にアメリカ，カナダ，ヨーロッパに

設立された。これらの地域への移転の決断は，

様々な要因もあるが，やはり円の為替レートの

上昇を念頭に置いたものである。１９８５年，プラ

ザ合意における「トップクラスの経済力」は，

摩擦の種となるアメリカの貿易赤字残高を緩和

するために通貨の為替レートをコントロールす

ることを決定した。

　最初の成功者である日本の繊維産業にならっ

て，台湾と韓国における繊維セクターは，輸出

を基盤とした成長という古典的なやり方に従っ

た。台湾政府の相当なテコ入れにより，台湾で

の天然繊維の製造は１９５０年代から開始された。

１９６０年代，輸出量が増大するにつれて，台湾は

合成繊維の生産拡大や衣料品工場での増産をお

こなった。１９８０年代には，短期間ではあった

が，台湾はアメリカ市場への衣料品の主要な輸

出国であり，合成繊維生産ではアメリカに次ぐ

二番手となり，絶頂期を迎えた。しかし，その

後，賃金の上昇，厳しい労働規制，政府による

環境アセスメントの導入は，為替レートの切り

下げとも結びつき，労働集約型のエリアでの台

湾の競争的優位性を徐々に弱らせた （Thun 

２００１: ３）。韓国では，政府が１９６０年代初頭に繊

維輸出の五か年計画を発令した。輸出制限，政

府からの貸付金，原材料の協調的な配分は，

１９７０年代に指定された成長地域を強化した。



１９７０年代は，化学工業や合成繊維生産へと関心

が移っていく時期であった（Amsden １９８９: ６４-

６８）。新たに興った工業化経済における繊維セ

クターの停滞とともに，南東アジアの虎と称さ

れた第二世代の国々が登場する。マレーシア，

タイ，インドネシア，フィリピンは，中国や南

東アジア諸国の後に続いた。

　アジア地域において，投資と技術を集中的に

総合化する産業とより高度な価値生産物の大量

の取引の発展は，発展過程において社会間との

比較で競争的に不利な立場を補う政治的かつ経

済的な機会をもたらした（表２を参照）。必要

不可欠な投資資本は，まずもって政府の援助基
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金からなされた。日本，韓国，台湾，シンガポ

ールにおいて，地域の繊維工業組合，ビジネス

ネットワーク，銀行，国家は，主要な投資家で

あった。１９９０年代の発展の最終段階において，

アジアの虎の第４世代の国々と中国の急速な発

展は，主に，近隣諸国の直接投資によって刺激

された（Hiratsuka ２００５: ２０）。１９９０年代初頭ま

でに，マレーシアの経済特区内のほとんどの繊

維企業は，外国資本によって設立され，その多

くが日本のものであった（Singleton １９９７: ４４）。

糸１トンあたりの輸出入価格の違いは，ブラン

チ内相互の貿易を構造化する品質の違いを示し

ている。つまり，企業は新興国において，低品

表２　アジアの繊維産業と衣料品産業の世界市場におけるシェア（２００４‐２００８　％）

輸出シェア ２００８糸，生地衣料品

繊維衣料品２００８２００４２００８２００４

北東アジア

５％８.４％２７.４１１７.５８３４.２２２５.５８中国

１％０.１％３.０８３.７５０.１７０.２５日本

２％０.４％３.２６５.７０.４３１.４韓国

４％０.５％３.８７５.２８０.３４台湾

南東アジア

３％４.６％１.５４１.６６１.７９１.８４インドネシア

２％２.４％１.３５１.３５１.２１１.６５タイ

１％２.０％０.６５０.６４１.０３０.９７マレーシア

０％４.１％０.０８１.１４０.５６０.８９フィリピン

２％１７.９％０.５０.３４２.７１.７６ベトナム

南アジア

６％８０.３％０.３７０.３１３.７２.６バングラディッシュ

６％６.０％４.３６３.６９３.１３２.７４インド

２％４０.０％０.０８０.０８０.９９１.１５スリランカ

３５％１９.２％３.０２３.２２１.１１１.２５パキスタン

出典：UN Comtrade detabase. Taipei Government



質の繊維を生産し，より発展した国において，

より高品質な素材の製品を生産する。２００２年，

韓国と台湾は化学繊維の二大輸出国となった。

台湾は，低価格の繊維を輸出し，高品質の繊維

を輸入する。韓国は，中間の価格帯の繊維を輸

出し，高品質の繊維を輸入する。インドネシア，

マレーシア，タイは，文字通りの繊維や生地の

輸出国であり，低品質の繊維を輸出し，中位か

ら高品質の繊維を輸入している。日本は，最高

級の価格帯の繊維や生地の最大の輸出国である

（Hiratsuka ２００５: １５）。地域間の相互のインプ

ットとアウトプットを見てみると，アジアの繊

維産業が日本，台湾，アメリカに依存していた

ことから中国に移行していったことが明らかに

なる（Kuwamori / Okamoto ２００７: １６）。たとえ

ば，台湾の化学工業は，２０００年以来，中国内陸

部から供給される繊維ブランチに依存し，その

一方で，自社の繊維セクターは，繊維業，化学

部門，他の中国の製造業との商取引関係を着実

に拡張してきている（Kuwamori / Okamoto 

２００７: ２７）。

　生産セクターの再配置の決定は，本質的に

は，たとえば，労働生産性，資本，技術的な供

給力，政府の貸付金というインセンティブ，労

働規制，環境アセスメントによって規定され

る。多くの場合，政府は，マレーシアで輸出用

の製品の製造ゾーンを設立するか，中国で経済

特区を設立するかどうか，海外の投資家がどこ

に排他的な状況を提示するか，または，税率，

割り当て量，関税率の変更といった主要な役割

を担う。１９８０年代，政府が輸出主導型の成長を

刺激する政策を制定したとき，インドネシアは

グローバルな衣料産業のハブへと転換した。少

なくとも，製造された製品の８５％が輸出される

のであれば，輸入税や他の制約は海外の投資家
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にとって排除すべきものとなる。このことは，

巨大な繊維産業と履物産業のクラスターの設立

を開始する兆しであり，多くの部門が香港，韓

国，台湾からの生産業者によって所有されてい

た。輸出は直接西欧のターゲット市場─関税や

配分高によって新興工業国の第一世代に対して

閉ざされている─に送られた（Lowder １９９９: 

５５-５６; Hassler ２００３）。

　国際的な政治経済の制度的な枠組みは，なか

でも，市場に参入する障壁が比較的低い衣料品

セクターにおいて，新興国の工業的な発展の重

要なステップとなる。早い段階に，繊維貿易セ

クターは政府間協定，最恵国待遇条約，二国間

の輸入関税によって調整されている。たとえ

ば，EUやNAFTAのような地域の貿易連合は，

まさに，その構成メンバー間の貿易を自由化

し，生産者の購買政策に対して重要な影響を与

えている。１９７４年の多国間繊維取り決め─それ

は１９６１年の綿製品の取り決めをベースにしてい

るが，化繊と衣料品を含んでいる─は，グロー

バルな商品の流通に多大な影響を与えた。この

ような多国間の規制のレジームのもとで，輸入

国は，特別な繊維製品や衣料品に対して，二国

間協議割り当ての制限を履行する権利を持つ。

このような制約下において，下落に合わせるた

めに，輸出業者は政府から配分された割当量を

購入する。当初，途上国からの低賃金をめぐる

競争に対抗する地域の産業を保護するための評

価基準として意図されたものが，今となって

は，多くの低賃金国における衣料品セクターの

発展や製造業の三角関係の拡大を刺激するもの

となった。２００４年に協定が失効したとき，これ

らのガイドラインは，すでにプロダクションス

トラクチャーに大きな結果をもたらしていた。

というのも，多くのケースにおいて，繊維製品



に対する割り当て量は，国から国へと変動して

いく。アメリカや EU圏への中国からの輸出

は，２００１年以降，漸進的に廃止されたそのカテ

ゴリーにおいて，ドラスティックに増加した。

衣料品産業が特筆するに値しなくなった日本で

は，割り当て量の履行が過去のものとなり，中

国の輸出がすでに１９９８年までに５５％に達してい

た（２００９年には約８０％となった。Gereffi ２００２: 

１５）。

第５章　アジアのプロダクションネットワーク 

　　　　における多様性

　とくに，グローバルな消費商品産業のなかで

スポーツやライフスタイルセクターにおいて，

市場シェアの競争はブランドやマーケティング

を基盤にしている。有名なブランド企業は，過

去に，アウトソーシングされた生産過程，流

通・販売，最終消費のクロスロードをコントロ

ールし，その関係において先頭に立っていると

いう理由で「フラッグシップカンパニー」でも

ある。近年，アジアにおけるスポーツ用品産業

や卸売業者の操作は，地域的な階層性やグロー

バルな調節状態に適合するために仕入れの過程

やプロダクションネットワークを再編成してき

た。以下の事例は，主要なアジアの企業によっ

て組織された，いくつかのプロダクションネッ

トワークを紹介する。これらのビジネスは，彼

らの顧客に対して，購買や生産から流通・販売

やマーケティングまでの全てのプロセスを組織

し，そこにおいて，彼ら独自の成長戦略を作り

上げている。

　中国のリーニン社は，ナイキのような有名な

企業やウォルマートのような大規模小売店を，

そっくりそのまま中国に移したにすぎない。リ
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ーニン社は，かつて床運動の選手だったリーニ

ンによって１９９０年に設立され，今日，名祖の企

業として中国で最も知られたスポーツ用品の地

域ブランドとなり，その製品は，フランチャイ

ズやアウトレットの入り組んだネットワークに

おいて流通されている。企業を創設して１０年

後，リーニン社は中国においてすでに３０％のマ

ーケットシェアを占めていた。今日，ナイキや

アディダスによる同等なアイテム以上に３０％か

ら４０％の製品を販売しているブランドとなり，

後発の企業ながらも，市場において第３の位置

につけている。リーニン社はとりわけ入り組ん

だ小売店のネットワークから収益を得ている。

北京オリンピックが開催された２００８年のみ，リ

ーニン社は新たに１０１２店のフランチャイズを開

設した。その年の終わりに，７０００のアウトレッ

ト流通ネットワークのうち，６２４５店がリーニン

社のチェーン店であった（Li Ning ２００８）。こ

のような積極的な拡張戦略は，企業のバランス

シートに見られる。すなわち，スポーツ用品部

門において，ここ５年のうちに，リーニン社の

ように多額の収益を増やしたリーディングカン

パニーはない（表３参照）。中国のブランドと

して，リーニン社の収益の９９％は中国国内で得

られたものである。ヨーロッパやアメリカの市

場において需要が急落したが，リーニン社の拡

張計画には，ほとんど影響がなかった。２００９年

前半，スポーツ用品部門における輸出は，総じ

て２６.３％までに減少した。このことは，スポー

ツ用品の製造工場の多くが存在する江蘇省，広

東省，山東省，福建省といった繊維産業の中核

的な地域にとっても非常に厳しいものとなっ

た。福建省は中国のスポーツ用品生産のハブの

ひとつである。もうひとつが，広東省であり，

そこはリーニン社がシューズのコレクションの



ために雇った最先端のシューズをデザインする

タイ，韓国，日本のスペシャリストがいる。中

国のスポーツ用品協会によると，リーニン社は

製造工場を西方の内陸部へ移転を計画している

とのことである。なぜなら，河北省チンメン市

への移転の決断は，かつての経済特区であった

沿岸地域では費用がかかるようになったからで

あり，近年の中国の動向に従ったものである。

また，スポーツ用品部門の工業団地としては最

大の工業地帯の建設に，３０億ドルもの費用が投

資されたであろうと噂されている。デザイン，

リサーチと開発，最終加工，流通といった全行

程を１か所に集中させることによって，商品製

造業は需要の変化にしっかりと対応する。なぜ

なら，総合的な生産は能率的になるので，供給

ルートや時間が短縮され，ストレージコストが

劇的に削減されるからである。テイラーメイド

のソフトウェアは，リーニン社ショップにおけ

る在庫管理を改善させた。販売データは，店頭

のレジスターから直接工場に流れる。工場は需

要の変化に示されたほんの一瞬の反応を把握す

るために，販売されたモデル，サイズ，カラー
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の量をモニターする。工業団地が十分に機能す

れば，５万人の人々が２キロ四方のスペース内

でリーニン社の全商品の半分を生産することに

なろう（CSGF ２００８）。

　依然としてリーニン社は自社製造企業として

操業しているが，マーケティングと販売におい

てより一層アクティブな展開を示している。プ

ロダクションネットワークは，小売業とも製造

業とも厳密に区別できないフラッグシップカン

パニーによって支配されている。アジアにおい

て，リージョナリゼーションプロセスを通じ

て，多様な生産ネットワークのモデルの一連の

変化やクロスオーバーが結晶化されてきたとい

うのが事実である（Sturgeon ２００９）。グローバ

ルな生産を支配している台湾，韓国，香港とい

った新興工業国出身の企業は，リーディングポ

ジションを担ってきた。かつて，高度に専門化

された企業─彼らは技術的な専門知識を蓄積

し，それをグローバルなブランド企業に提供し

てきた─は，彼ら自身の供給関係を組み立て，

製造プラントを設立するか，輸出特区や上昇す

るローカル生産コストへの対応として生産オー

表３　スポーツ衣料品産業の税引前の収益（単位　１００万ドル）

２００４年から２００８
年までの成長率
（％）

２００８２００７２００６２００５２００４

７２.４２,５００.０２,１９９.９２,１４１.６１,８５９.８１,４５０.０ナイキ

９５.７１,２６５.６１,０８８.４８７７.６８４９.３６４６.８アディダス

９.５４５７.９５１０.９４５４.０５２４.０４４８.４プーマ

２６１２３３.９２０３.７１４７.８１００.３６４.８アシックス

－１０６.５－２.８３９.９７２.８６３.８４２.７ミズノ

４８５８６.０５７.４３６.８２２.３１４.７リーニン

９９.２３４４.０４２４.８３０４.３２４９.０２０７.８Li & Fung

６５.５５１５.４３８６.６３７５.６３０７.６３００.０Yue Yuen

出典：MSN ２００８: １７; annual corporate report



ダーを外注してきた。その結果として，完全な

サプライチェーンとプロダクションプロセスチ

ェーンの組織とともに，彼らは新たな活動領域

に参入していく。このような展開は，製造，交

換，小売の境界をより一層曖昧にする原因とな

る。

　高度な垂直的統合の生産ネットワークの特徴

的な事例は，香港のエスケル社である。この企

業は，コットン製衣料のリーダー的生産者であ

り，その顧客はナイキ，ラコステ，エスプリ，

トミー・ヒルフィガーといったグローバルなブ

ランドを含んでいる。エスケル社の生産過程

は，中国北西部の新疆省（現・新疆ウイグル自

治区）からスタートする。そこには，会社が所

有する綿花のプランテーションがある。それ以

降の加工処理のほとんどは，広東省に集中して

いる。そこには，エスケル社の中国国内に７つ

ある紡績工場のうちの４つがある。衣料品は，

中国国内においてのみ仕上げられるのではな

く，ベトナム，マレーシア，スリランカ，モー

リシャスでも仕上げられる。２００２年，エスケル

社は，パイ（Pye）という自社のファッション

ブランドと小売り店チェーンのアウトレット

「シャツストップ」を創設した。このような新

たな展開にもかかわらず，エステル社は，他の

ブランドや商社にとって，製造を主体とする企

業とみなされている（Appelbaum ２００９: ６８-

６９）。製造業から小売業に変わったユー・ユエ

ン社（これも香港にあるが）は，いっそう明ら

かにその変化が認識されている。５０００万ドルの

年間売上とともに，ユー・ユエン社は，スポー

ツ用品部門における世界３大企業のひとつとな

っている。台湾のポー・チェン社の１００％子会

社の名前は，域外でほとんど知られていない。

それにもかかわらず，ユー・ユエン社は，世界

スポーツ用品産業におけるグローバルなプロダクションネットワーク，新たな国際的分業，そして，近年の東アジアでの展開について（ヴォルフラム・マンツェンライター） 203

中で履かれている６社のスポーツシューズのい

ずれかの生産に関わっている。２００９年，ユー・

ユエン社の３１万人の労働者は，ナイキ，アディ

ダス，アシックス，フィラ，ニュー・コンバー

スといった有名ブランドのために合計２４６００万

足の靴を製造した。ユー・ユエン社は，１９８８年

から中国国内に自社工場を設立し（２００９年まで

に２１１），１９９３年からはインドネシアに（２００９年

までに１１２），１９９５年からはベトナムに（２００９年

までに１００）自社工場を設立している。生産の

大半が，広東省の東莞市で行われており，全盛

期には，そこで１１万人の労働者が雇用されてい

た。巨大な工場が，皮革加工と接着剤といった

基礎的なコンポネントを供給する企業の近隣に

誕生してきた（MSN ２００８: ４３）。

　ビジネスクラスターとブランドクラスターは

ジャカルタ近郊のNikomas Gemilang社をも構

成している。そこでは，最大４３０００人の労働者

（その８５％が女性）がブランドと請負業者に応

じて，建物を分けてスポーツシューズを製造し

ている。輸出市場向けの生産に加えて，ユー・

ユエン社もまた，急速に卸売販売業者の流通ネ

ットワークとブランド名のついたスポーツ用品

とスポーツウェアーの小売店を拡大している。

２００６年に，この部門が企業の粗利益の５.６％を

占めていた（Appelbaum ２００９: ７３）。３年後，

この数値は上昇し，４６００店舗のチェーン店の小

売販売からもたらされた売上の粗利益は２０％と

なった（Yue Yuen ２００９: １２-１３）。ユー・ユエン

社はたとえば，原材料の供給，靴底の生産，生

産過程用の機械の専門化といった生産のアウト

ソーシング化段階に突入した。ユー・ユエン社

は２００６年に７６の異なる会社のもとでシェアを獲

得し，先に取り上げたビジネスセクターにおい

て，全てが機能している。流通の観点から，ユ



ー・ユエン社はリファレンスタイムを短縮し，

より効果的な流通ルートの計画を立てるコンピ

ュータを用いたマネージメントシステムを発展

させるためにグローバルな流通のプロバイダー

とコラボレーションをしている（Appelbaum 

２００９: ７４）。

　他の生産ネットワークのバリエーションは，

供給と生産から流通に及んでいる顧客のため

に，完全なサービスパッケージをマネージメン

トする衣料品のディーラーの周辺に集積されて

いる。いくつかの企業も，消費者のためのデザ

インを開発し，市場調査を実行し，品質管理を

徹底している。生産統轄機能を代表する事例

は，香港の企業Li&Fung社である。インタビュ

ーにおいて，Li&Fung社の最高経営責任者

（CEO）は，広域的な契約の事例を用いて，生

産ネットワークの国際的分業について述べた。

すなわち，生地を韓国に発注し，それを台湾で

着色し，ボタンとチャックは中国に発注し，最

終的に，全てのものが組み立てのためにタイに

発送される（Victor Fung, cited by Appelbaum 

２００９: ７１）。マルチナショナルな企業は，４０カ国

に８０以上もの支社を擁立している。１４４００人の

労働者のうち約３５００人が香港に駐留している。

Li&Fung社は１２０００のサプライヤーとネットワ

ークを構築している。２００４年から２００８年まで，

税引き前の収入が倍増し，粗利益は１４兆２億ド

ルに達した。売り上げの６２％はアメリカ，２９％

はヨーロッパ，約２％は世界の４つの地域から

のものとなっている。Li&Fung社は小売業販

売にも参入している。その子会社 Li&Fung 

Retailing 社は，中国，シンガポール，マレーシ

ア，タイ，韓国に３００を超える小売店を持って

いる。

　さいごに，顧客に供給から配分までの全ての
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生産過程のパレットを提供する事例は，Luen 

Thai社というアパレル部門のリーダーである。

毎年，Luen Thai社の１７０００名の労働者は５億ド

ルに相当する５千万着の衣類を生産している。

多くの企業のように，Luen Thai社はトンカン

に組み立てラインを集中させることによって，

多国間繊維取り決めの期限切れに対処してき

た。トンカンにおける自社の「サプライチェー

ンシティ」において，商品開発センター，労働

者の生活施設，巨大ホテルが商品倉庫の近くに

も見つけることができる。このようにひとつの

敷地に集約することは，デザイナーや Luen 

Thai社製品の消費者とを，あたかも，直接，よ

り効果的に生産を計画するために工場のエンジ

ニアとコンタクトすることを許すかのようであ

る。一般的に，多国間繊維取り決めの期限切れ

は，繊維産業における整理統合を導き，それゆ

えに，１９８０年代に世界貿易に対する割り当て量

の限界に陥った靴の製造部門と同じような集約

過程を導くものとして期待されたのであった。

第６章　スウェットショップとグローバリゼー 

　　　　ションに関する議論

　賃金削減によって収益を増やすこととグロー

バルなスポーツアイコンと高額な広告契約を交

わすことは，スポーツ用品産業のグローバルな

プロダクションネットワークにおいて，相補的

な経営戦略となっている。スポーツ用品が生産

されている貧困状況や搾取的な状況とは完全に

対照的に，契約を交わしたスターアスリートの

魅力的で，豪華で，セレブなステータスは，ブ

ランド販売の頼みの綱でもある。１９９０年代よ

り，労働組合，連帯ネットワーク，批判的なジ

ャーナリスト，開発援助組織は，繰り返し，繊



維産業労働者の悲惨な生活や労働条件に関心を

向けてきた。いわゆる「スウェットショップ」

と称されたものへの抗議は，反グローバリゼー

ション運動の活動のなかでも，真っ先に登場し

た分野である（Klein １９９９）。反グローバリゼー

ション運動の活動家は，法的な最低賃金にも到

達せず，人間らしい生活状況にも見合わない賃

金や，休憩も休日もない過度な長時間労働，反

復的で集合的な仕事，強制的な時間外労働に対

する賃金の不払い，形態はどうであれ組合結成

という労働者の企てへの対抗措置としての即時

解雇を批判する（Frenkel ２００１）。しかし，ブラ

ンドのイメージを台無しにしてしまう最大のも

のは，少なくとも理論的には，児童労働の利用

や囚人作業キャンプでの生産という，グローバ

ルに展開される非合法な事態である。アメリカ

ン大学への抗議は，高等教育機関によるスポー

ツプログラムとマーケティングのための協定の

１００万ドルのキャンセル料を発生させたが，消

費者の意識に強い印象を残した。

　ナイキのようなグローバルなブランド企業

は，収益の減少を１９９０年代末と予測した。消費

者の圧力は，グローバルな有名ブランドに自社

のマネージメント戦略の再考をうながし，有名

ブランド企業は，自社のプロダクションネット

ワークを管理し，サプライヤーの雇用慣行を自

社の説明責任という視点から強制的に確認する

ようになる。多くのメジャーなスポーツブラン

ド企業は，そのうちに，公正労働協会（FLA）

のメンバーになった。この協会は，経済界，大

学，NGOによって１９９９年に設立された。FLA

のメンバーは，自由に集会に参加するという労

働者の権利を守ることと価値連鎖と賃金基準の

公開を含むビジネスでの実践を評価することを

約束する（MSN ２００８: ２４-２５）。有名ブランド
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企業が調達政策の条件としてサプライヤーに対

して伝えている行動規範は，少なくともスウェ

ットショップにおける酷い搾取状況を緩和する

ことを助ける。たとえば，権威的な雇用関係を

改善し，徐々に契約に即した雇用関係への移行

は，中国内のスポーツシューズ産業において確

認されている。ベトナムにおいて，台湾の子会

社は，賃金水準，労働時間，労働安全の面でト

ランスナショナルなサプライリエゾンに含まれ

ない企業よりも，よりよい労働条件を提供して

いる（Frenkel ２００１; Wang ２００５）。このような

積極的な進歩とは対照的に，多くの労働組合や

人権団体は，有名ブランド企業が取り組む社会

的責任プログラムをイメージキャンペーン以外

のなにものでもなく，合理的な財務上の計算に

恩義を受けている商売上の利害を覆い隠すもの

として評価している。たしかに，基本的にはボ

ランタリーな態度を示しているガイドラインで

はあるが，企業の利益との間に生じる矛盾によ

ってその効果が制限されてしまう。有名ブラン

ド企業は，ガイドラインについてのみコンプラ

イアンスを定めるであろうが，リーボックのタ

イのサプライヤーの華南の工場でユが確認した

ように（２００８: ５２６），ガイドラインは企業を拘

束するコストを増やすことにほとんど貢献しな

い。他の有名ブランド企業の生産ネットワーク

において，工場内に組合が結成されると，サプ

ライヤーから抜けることが協定に示されている

（MSN ２００８）。

　これに付け加えると，FLAの行動規範には，

しばしば，最低生活賃金，労働時間の制限，団

体交渉権の保護に関する細則の欠如が指摘され

る。二つの問題が最近の状況を支配している。

つまり，第一の問題は，たとえば，結社の自由

といったILO（国際労働機関）の原則が，中国



やベトナムのような国において認められていな

いことにある。たとえ，組合が結成されたとし

ても，多くの場合，組合は単なるマネージメン

トのための警察官でしかなく，また，中国にお

いては，党のカモでしかない。もっとも良いケ

ースとして，労働組合は，企業のマネージメン

トを個人的な管理や企業の善意の問題としてサ

ポートする。もっとも悪いケースとして，労働

組合が労働者の搾取に積極的に力を貸すことで

ある（Wang ２００５: ４９）。関税協定に参加してい

ないところでは，賃金や労働時間が全従業員に

対する企業による影響力を行使する効果的な手

段となったままである。雇用者や請負業者が，

集団的な交渉パートナーと向き合うことはな

い。つまり，国際スポーツ用品産業連盟は，総

じて，そのメンバーを代表するブランチとして

行動することを拒否し，他のステークホルダー

とFLAとの交渉を疑いの余地なく，拒否する。

第二の問題は，グローバル経済と北半球の販売

市場の従属関係から生じる不規則な雇用状態と

臨時雇用者との契約の増加である（MSN 

２００８: ２８）。

おわりにかえて： 

アジアのプロダクションネットワークの未来

　過去３０年間，二国間の協力関係の発展とアジ

ア経済圏の最善なフォーメーションを持続する

激しい変化が喚起されてきた。現在まで見られ

たグローバルなスポーツ用品産業のプロダクシ

ョンネットワークにおける変化は，合併と多様

性の新たなプロセスを示している。このプロセ

スは，アジアの企業による自由化された世界貿

易の政治経済の変化やアジアの商業地域の経済

的な統合への対応である。日用品産業の合併が
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垂直的統合を繰り返していることが，急速に明

らかになった。このように増えてきている大規

模な小売店チェーンと大規模な中間業者との間

の流通と生産の統合は，かつてフォード生産様

式と称された垂直的統合のタイプと近似してい

る。２０世紀の四半期において，バイヤーに突き

動かされたコモディティチェーンや仲介人によ

って引き起こされた底辺への競争は，ついに終

焉を迎えているように思われる。労働者から付

加価値の最後の一滴を搾り取るために実行され

た戦略地政学は，依然として生産ネットワーク

において確認することが出来るが，もはや，過

激なものではない。たとえば，雇用や生産高の

全体が時を同じくして増えているにもかかわら

ず，ナイキのコモディティチェーンに組み込ま

れた企業や供給地域の数は，近年，減少してい

る。このような企業や供給地域の再配列は，多

国間繊維取り決めによって強制された割当規制

の期限切れに由来することが出来る。また，企

業によるサポートを受けた複合的なプロダクシ

ョンクラスターに向かう新たに発見されたトレ

ンドに由来する。これらのような十分に統合さ

れたネットワークは，なかでも労働力が無尽蔵

であり，また持続的に短縮されたプロダクショ

ンサイクルと不安定なファストリテイリングの

需要サイクルに効果的に対応可能な中国におい

て，よい状態を示している。

　アジアのビジネスによって用いられる別の戦

略は，「産業の高度化」である。新たな生産技

術を使うことによって，長く工業化された東ア

ジアの国々における工場は，より高次の価値の

市場区分に参入することが出来，単純労働の過

程をアウトソーシングすることが出来る。ま

た，生産者と卸売販売業者は一様に，たとえ

ば，直接販売，商品開発，独自ブランドのマー



ケティングといった新たなビジネス部門を開発

してきた。これらの部門は，地元住民の購買力

の上昇にともない，より一層収益を上げるよう

になってきている。また，インターネットもネ

ットワーク内のコミュニケーションの改善にお

いて重要な要因となっている。つまり，情報の

流れをより早くやりとりすること，顧客が素早

く請負業者を発見すること，注文が工業規格や

製品規格にしたがって供給されるといったこと

などである。コーディネーションプログラムを

サポートするソフトウェアの標準化は，生産性

を上昇させるだけでなく，ネットワークの結び

つきをより一層強化し，長期的な配送や企業間

の貿易関係を創造することになる。しかしなが

ら，第四世代の新興国の場合，工業化のアップ

グレードの機会は，未だ制約があると言わざる

をえない。

　本稿において，アジアのプロダクションネッ

トワークの発展は，地域のイニシアティブ，地

域のアクター，制定されている制度によって影

響を受けてきたことを考察してきた。グローバ

リゼーションの現段階において，政府の役割

は，初期のころと同様に重要である（Amsde 

１９８９; Hassler ２００３）。なかでも，頭を悩ますネ

ットワークの交差点において，エスニックな基

準か家族的な基準，少なくとも，疑似家族的な

関係にしたがって，マネージメントがなされる

ことが少なくない（Carney ２００５）。本国におい

て疑わしいものと見なされた組合の役割は，海

外においてもなかなか成功した地位を得られな

かった（Wang ２００５）。いっぽうで，グローバ

ルなイニシアティブ，アクター，制度は，それ

でもなお，重要であった。すなわち，過剰なリ

ベラリズムのレトリックにもかかわらず，世界

貿易の規制緩和は労働者に生産過程のもっとも
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低いレベルをもたらし，労働者の福祉の改善に

もならなかった。それどころか，批判的な消費

者や国際的な連帯ネットワークとの連携は，ブ

ランドのパワーには限界があるということと，

製造現場のコンディションに対する責任は，北

半球の消費者の責任と直接的に結びつくという

ことを証明した。

　しかしながら，問題は残されたままである。

すなわち，その問題とは，プロダクションネッ

トワークの地域的な統合のケースのなかに，持

続可能な発展を語る可能性を見出すことは出来

るのか，否かということである。複雑な労働者

の状況から見ると，スウェットショップ的な事

態ではあるにしても，このことは農業や文化的

な家父長制といった封建的な隷属状態から労働

者を解放するという社会的な改良を意味するこ

とになる。経験的な調査は，搾取的な労働状況

は工業化の初期段階に特徴的なものであり，長

期的には，そのような状況はより人間的な労働

関係の状態に取り換えられる，という仮説を支

持する。今日，工業化された国家からの要求に

依存する高度な段階は，グローバルな経済危機

を乗り越えて以来，輸出発展によって明らかに

なっている。このことは，技術的な依存に付加

えて，生産の階層的なモデルによって指摘され

る後発のセクターにとって，深刻かつ重要な問

題を意味する。別の欠点は，ブランドとチェー

ン店の膨大なパワーである。電機部門から自動

車部門へ，トランスナショナルな企業への高度

な依存性は，生産ネットワーク内の重要な価値

の移動を導いた。スポーツ用品部門において，

ナイキやアディダスにとって利鞘は，少なくと

も現時点において，地域の生産者や卸売販売業

者の利鞘よりも格段に高い。しかしながら，成

長が著しい中国人の購買力が，長期的には世界



市場の構造を変革するかもしれない。アジアの

スポーツ用品産業の成長とその生産過程の集中

化が，主要なブランド企業に打ち勝つ交渉力の

強化となり，主要なブランド企業の支配を弱体

化させることとなろう。中期的には，福祉的な

改良というバランスのとれた配分が全ての地域

の社会的集団，なかでも，スポーツ用品産業で

働く労働者たちにもたらされ，構造上の変化を

起こすならば，それは政治的な影響力，組合の

影響力，消費者の影響力といった様々な影響力

の相互作用によって決定されるであろう。
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訳者注
１） 本稿は２０１０年度GP講義のために来日した際

に産業社会学部共同研究会にて開催された講演
会の内容を原稿化していただいたものを翻訳し
ている。当該年度のGPの講義テーマは，ポス
ト福祉国家を考えるというという大きなテーマ
のもとに組み立てられており，その前提となる
グローバルな諸次元の変化を，アジア，ヨーロ
ッパの多様な領域の研究者により明らかにして
もらうことを試みた。本講はグローバルな商品
連鎖からその一端を示したものであり，授業内
容をより敷衍してご報告いただいた。当日は研
究者，院生多数の参加のもとに活発な議論が行
われた。


